
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇

編 集・印 刷
独立行政法人国立印刷局

目

次

平成年月日 水曜日 第号官 報



〔
告

示
〕

〇
公
証
人
法
第
七
条
ノ
二
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
指
定
の
件
（
法
務
三
六
六
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
三
六
七
）

〇
改
正
さ
れ
た
第
三
海
兵
機
動
展
開
部
隊
の

要
員
及
び
そ
の
家
族
の
沖
縄
か
ら
グ
ア
ム

へ
の
移
転
の
実
施
に
関
す
る
日
本
国
政
府

と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
と
の
間
の
協
定

に
基
づ
く
日
本
国
政
府
に
よ
る
資
金
の
提

供
に
関
す
る
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

（
外
務
二
八
五
）

〇
港
湾
労
働
法
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に

基
づ
き
同
法
第
十
四
条
に
規
定
す
る
業
務

を
行
う
法
人
を
指
定
し
た
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件
（
厚
生
労
働
二
七
三
）

〇
港
湾
労
働
法
第
三
十
一
条
第
二
項
の
規
定

に
よ
る
届
出
が
あ
っ
た
件
の
一
部
を
改
正

す
る
件
（
同
二
七
四
）

〇
遺
伝
子
組
換
え
生
物
等
の
使
用
等
の
規
制

に
よ
る
生
物
の
多
様
性
の
確
保
に
関
す
る

法
律
に
基
づ
く
第
一
種
使
用
規
程
の
承
認

を
し
た
件
（
農
林
水
産
・
環
境
四
）

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
七
四
四
、
七
四
五
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
司
法
書
士
懲
戒
処
分
、
金
融
商
品

取
引
業
者
営
業
保
証
金
取
戻
し
関
係

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
除
権
決
定
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
会
社
更
生
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

平
成
二
十
八
年
度
文
部
科
学
省
共
済
組
合

の
決
算
関
係

会
社
そ
の
他

〇
建
築
基
準
法
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
確
認

検
査
機
関
の
指
定
等
を
し
た
件

（
同
七
四
六
）

〇
建
築
基
準
法
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
構
造

計
算
適
合
性
判
定
機
関
の
業
務
区
域
を
変

更
し
た
件
（
同
七
四
七
）

〇
船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し

た
件
（
同
七
四
八
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
二
一
九
〜
二
二
三
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
沖
縄
総
合
事
務
局
二
四
、
二
五
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

警
察
庁

法
務
省

最
高
裁
判
所

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

日
本
貸
金
業
協
会
の
業
務
規
程
の
変
更
の
認

可
に
関
す
る
公
示
（
金
融
庁
）

労

働

労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働
保
険
審
査
会
法

第
五
条
の
規
定
に
基
づ
く
関
係
労
働
者
を
代

表
す
る
者
の
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）
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